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水産基盤整備事業費用対効果分析手法の検討 

～物価変動の影響除去の取扱いについて～ 



 １．検討の背景 

 

 

○ 平成27年12月、会計検査院随時報告「各府省等における政策評価の実施状況等に
ついて」において、「公共事業に係る政策評価において、費用便益分析に当たって
は、・・・、物価変動の影響を除いた上で現在価値に換算・・・するなど、費用便益
分析をより適切に行うよう努めること」との指摘がなされたところ。 

○ 「水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン」において物価変動の影響の除
去に関する取扱いが明確でなかったため、費用及び便益算定にあたり、物価変動の影
響が除去された案件とされていない案件が混在していた。 

現状 
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検査報告書における指摘 

○ 物価変動の影響の除去に関する取扱いについて整理を行う。 

指摘への対応 



評価項目 具体的な算定内容例 代表的な原単位 

１ 水産物の
生産性向上 

①水産物生産コストの削
減効果 

岸壁整備により出漁準備時間が短縮され、生産コストが削減される
便益                                      等 

・労務単価       等 

②漁獲機会の増大効果 防波堤整備により微妙な波浪条件下でも出漁することができ、漁業
者所得が増加する便益                           等 

・生産量あたり年間漁
業者所得          等 

③漁獲可能資源の維
持・培養効果 

漁場整備により水産資源が増加し、漁獲量が増加する便益    等 ・水産物価格 
・漁業経費（所得率） 等 

④漁獲物付加価値化の
効果 

衛生管理対策を実施することにより、水産物の価格低下を防ぐことが
できる便益                                   等 

・年間陸揚金額      等 

２ 漁業就業
環境の向上 

⑤漁業就業者の労働環
境改善効果 

浮桟橋等の整備により、漁業就業者の労働環境が改善される便益 
等 

・労働環境の基準値 
・労務単価       等 

３ 生活環境
の向上 

⑥生活環境の改善効果 生活道路の整備等により、陸上移動に係る時間が短縮し、走行経費
が減少する便益                                 等 

・車種別走行経費原単
位             等 

４ 地域産業
の活性化 

⑦漁業外産業への効果 漁場整備により水産物の漁獲が増大し、産地から消費地市場に流通
する過程で仲買人・流通業者に帰属する便益              等 

・水産物価格 
・流通経費       等 

５ 非常時・緊
急時の対処 

⑧生命・財産保全・防御
効果 

耐震強化岸壁整備により、災害時における漁業生産活動の停止期
間が短縮される便益                             等 

・陸揚金額       等 

⑨避難・救助・災害対策
効果 

避難港における防波堤整備により、荒天時の漁船避難受け入れが可
能となり、海難事故の発生を防止できる便益                                   等 

・海難事故の平均被害
金額           等 

６ 自然保全、
文化の継承 

⑩自然環境保全・修復
効果 

藻場・干潟等の整備により水質が浄化する便益                                等 ・有機物処理量に相当
する下水処理費用  等 

⑪景観改善効果 水産基盤整備事業により良好な景観が創出・保全される便益       等 
 

・CVM（支払い意志額）     
                等 

⑫地域文化保全・継承
効果 

水産基盤整備事業により地域文化が保全・継承される便益     等 ・CVM（支払い意志額） 
                等 

７ その他 ⑬施設利用者の利便性
向上効果 

水産基盤整備事業により整備された施設が漁業者以外の地域住民、
都市住民により遊漁等の余暇活動として利用される便益        等 

・TCM（旅行費用）  等 

 ２．便益算定にあたって使用する原単位 
○ 水産関係公共事業においては、事業の特性に応じて以下の項目に関する便益を算定。 
○ 算定に用いる原単位として、最新の統計値や現地調査により得られた値等を使用。 
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最新の統計等に
より、最新の値を
入手することが可
能。 

全国的な調査等を
経て設定される原
単位であり、評価実
施時点において必
ずしも最新の値を入
手できるとは限らな
い。 



 

 

 

 

年間便益額（Ｂ）＝（Ｔ１×Ｌ１－Ｔ２×Ｌ２）×Ｗ  

Ｔ１：整備前の年間 1 人当たり労働時間（ｈｒ／人） 

Ｔ２：整備後の年間 1 人当たり労働時間（ｈｒ／人） 

Ｌ１：整備前の作業人数（人）  

Ｌ２：整備後の作業人数（人） 

Ｗ ：労務単価（円／ｈｒ） 

①労務時間の削減効果の基本式 

 

 
  

  
  

   
   

○ 「有機物処理量に相当する下水道費用」や、「走行距離1km当たり交通経費」等、評
価基準年における最新のデータを利用できない場合、デフレータ等を用いて評価基準年
における実質価格に変換する必要がある。 

物価変動の影響を除去する必要のない項目の例 

年間便益額（Ｂ）＝ｑｄ×Ｃ  

ｑｄ：干潟・藻場の増加による有機物処理量（ｋｇ） 

Ｃ ：有機物処理量に相当する下水道費用（円／ｋｇ） 

 

①干潟・藻場の増加、浚渫による水質浄化の基本式 

物価変動の影響を除去する必要のある項目の例 
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過去のデータを利用 

②施設整備による生産量の増加効果の基本式 

年間便益額（Ｂ）＝（Ｑ２－Ｑ１）×Ｐ－Ｃ 
  

Ｑ１：整備前の年間生産量（トン）  
Ｑ２：整備後の年間生産量（トン）  
Ｐ ：平均単価（円／トン） 
Ｃ ：生産量増加に伴う年間漁業経費（円） 

最新のデータを利用 ②生活道路整備による一般住民の利便性向上 

年間便益額（Ｂ）＝Ｔ × Ｗ ＋Ｄ  × Ｃ  

Ｔ：年間総短縮時間（ｈｒ） 

Ｗ：時間価値（円／ｈｒ） 

Ｄ：年間総短縮距離（ｋｍ） 

Ｃ：走行距離 1km当たり交通経費（円／ｋｍ） 

 出典：時間価値原単位及び走行経費原単位（平成20年価格）の算出方法 
（平成20年 国土交通省道路局） 

出典：水産庁防災漁村課調査データ（H15～H24）から算定 

 ２．便益算定にあたって使用する原単位 



GDPデフレータ

平成20年 0.967

平成21年 0.962

平成22年 0.942

平成23年 0.924

平成24年 0.916

平成25年 0.910

平成26年 0.925

【便益の算定例】 
台風時に近隣の漁港まで避難していた漁船が、外郭施設の整備により避難が不要となる便益 

Ａ漁港 Ｂ漁港 

台風避難時と台風通過後の往復 

他港への往復  

 ３．便益の算定 

 

       

     

     

平成20年の値を使用しており、実質価値に変換する必要。 

Ａ漁港の防波堤整備により、
台風時におけるＢ漁港へ
避難する経費が削減される。 

年間便益額 Ｂ ＝  

   

 

   
   

 

 

 
 

               

 
 

 
 

 
 

 
    

 

 
 

  

  

  

  

出典：時間価値原単位及び走行経費原
単位（平成20年価格）の算出方法
（平成20年 国土交通省道路局） 

※内閣府経済社会総合研究所公表

【実質価格に変換した平成26年度における年間便益額】 

漁船の他港 
避難に要する燃料費 

漁船係留作業に
要する人件費 

作業員の送迎に要する
車両走行経費 

H26  H20 

年間便益額 

○ 車種別走行経費原単位 ○ GDPデフレータ 

 
 

 
 

 

４回  ×  １２隻 ×    1hr    ×  79.6 L/hr ×    90.0 円/L 

 
 
  

（年間避難回数４回、漁船隻数１２隻の場合） 
避難回数 漁船移動時間 燃料消費量 燃料単価 漁船隻数 

４回  ×  １２隻 ×   2.33hr   ×   1 人/隻  ×   1,734 円/hr 
作業員人数 労務単価 

４回  ×  １２台 ×   80km   ×    17.60 円/km     ×   （0.925 / 0.967） 
走行経費原単位 GDPデフレータ 

漁船+車両移動時間 

車両移動距離 車両台数 

＝ 344 千円/年 

＝ 194 千円/年 

＝   65 千円/年 

603 千円/年 
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削減効果 ① 漁船の他港避難に要する燃料費 

② 漁船係留作業に要する人件費 

③ 作業員の送迎に要する車両走行経費 

台風時の他港への漁船避難 便益構成模式図 

 ＝ 漁船の移動時間（hr） × 燃料の単価（円/L） × 燃料消費量（L/hr） 

＝ 作業時間（hr） × 労務単価（円/hr） 

＝ 車の移動距離（km） × 車種別走行経費原単位（円/km） 

毎年数値を更新しており、実質価格に
変換する必要はない。 

削減効果 

等 

（平成20年） 

（平成26年） 

（平成26年） 



    例）平成24年度における実質費用 ： 100,000 千円 × 1.042  ＝ 104,200 千円 

  

2012 2013 2014 2015 2016 

計 H24 H25 H26 H27 H28 

-2 -1 0 1 2 

年度別費用 （千円） 100,000 100,000 150,000 150,000 150,000 

デフレータ（漁港デフレータ） 1.042 1.046 1.000       

実質価格変換後の費用 （千円） 104,200 104,600 150,000 150,000 150,000 

社会的割引率（４％） 1.082  1.040  1.000  0.962 0.925 

現在価値金額 （千円） 112,744 108,784 150,000 144,300 138,750 654,578 

 ４．費用の算定 

デフレータ 

評価基準年 
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○ 評価時以前に実施した工事等の費用（青字部分）について、漁港デフレータ（緑字
部分）を用いて、基準年度の実質価格（赤字部分）に変換。 



Ⅰ．水産基盤整備事業に関する 
  費用対効果分析を行う目的 
  
Ⅱ．水産基盤整備事業の 
  費用対効果分析の方法 
 
 １．本調査の対象とする 
   水産基盤整備事業 
 
 ２．水産基盤整備事業の役割・効果と 
   費用対効果分析 
 
 ３．分析結果と事業の評価 
 
 ４．水産基盤整備事業に関する 
   費用対効果分析の方法 
  (1)… 

…… 
(8)評価の際の費用及び便益の取り扱い 

 
 ５．費用対効果分析の方法に関する 
   今後の課題 

目 次 

４．水産基盤整備事業に関する費用対効果分
析の方法 

(1) … 
…… 
(8) 評価の際の費用及び便益の取扱い 
 
1) 費用の取扱い 
 各年次の費用の物価変動の影響を除去するため、
評価を実施する年度の実質価格に変換する。 
  
2) 便益の取扱い 
 各年次の便益算定において、原単位等が実質価格
に統一されていない場合は、物価変動の影響を除去
するため、評価を実施する年度の実質価格に変換す
る。 

 ５．ガイドライン改訂内容 

  「水産基盤整備事業費用対効果分析の
ガイドライン」に以下の項目を追加する。 

項目の
追加 
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 漁港デフレータは、標準的な漁港の整備に必要な資材費、回航費、労務費等に
関する構成比率を算出し、基準年の各費目の単価を各年次の各費目の単価で除
した変化率に、各費目の構成比率を乗じて算出したもの。 

○ 漁港デフレータとは 

 GDP デフレータは、国内総生産(GDP)の物価変動の影響を取り除く（基準年の価
格体系に評価し直す）際に用いられる指数である。名目GDP を実質GDP で割ること
によって結果的に算出される。 
 具体的には、GDP に含まれる財・サービスを複数の構成要素に細分化し、構成要

素ごとにその名目値をパーシェ方式※による物価指数で除して実質値を得る。つぎ
に構成要素の実質値合計で名目GDP を除するとGDP デフレータが求められる。 
 
※パーシェ方式：1874年にドイツの統計学者パーシェによって考案された物価指数

を加重平均により算出する方式を示し、比較したい年の品目の数量ウエイトを遡っ
て基準年に当てはめて算出するものである。 

○ ＧＤＰデフレータとは 

各年の漁港・GDPデフレータの値 

 ６．参考資料 

漁港デフレータ：水産庁調べ 

ＧＤＰデフレータ：内閣府経済社会総合研

究所公表 
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漁港デフレータ GDPデフレータ

平成7年 1.022 1.102

平成8年 1.017 1.095

平成9年 1.047 1.102

平成10年 1.046 1.101

平成11年 1.056 1.087

平成12年 1.085 1.074

平成13年 1.141 1.061

平成14年 1.144 1.044

平成15年 1.168 1.027

平成16年 1.169 1.013

平成17年 1.168 1.000

平成18年 1.145 0.989

平成19年 1.156 0.980

平成20年 1.154 0.967

平成21年 1.082 0.962

平成22年 1.041 0.942

平成23年 1.097 0.924

平成24年 1.042 0.916

平成25年 1.046 0.910

平成26年 1.000 0.925
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